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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類

した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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●人件費：人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均値より高い水準にある。これは職員の年齢構成の

偏りが要因となっている。財政事情が厳しいため通勤手当や特殊勤務手当、管理職手当などの手当の見直し、

及び期末手当の１３％カットなど人件費の削減を行っている。

●物件費：物件費に係る経常収支比率は、類似団体平均を僅かに上回っている。今後は、指定管理者制度の

活用、さらなる民間への委託や、競争を促進しコスト削減に努めたい。

●扶助費：扶助費に係る経常収支比率は、類似団体を下回っている。ここ数年数値に変化はない。

●補助費等：補助費等んび係る経常収支比率は、類似団体を大きく下回っている。しかし、厳しい財政状況によ

り「集中改革プラン」に基づき、村単補助金の見直しを行い経費削減を行っている。

●公債費：公債費に係る経常収支比率は、類似団体平均値を大きく上回っている。これは、平成６年度～平成

１０年度にかけて発行した２２億円余りの起債により、起債残高が膨れあがり単年度の元利償還が高額となって

いる為である。その償還が財政に大きな負担となり、厳しい財政運営を強いられている状況である。今後は地

方債の新規発行を伴う投資的事業については十分な検討が必要である。

●その他：その他に係る経常収支比率は、類似団体を大きく下回っている。しかし、運営の厳しい各特別会計へ
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の操出金は年々増加傾向にあり、今後、大きな財政負担となる見込みである。

●普通建設事業費：普通建設事業費の人工一人あたりの決算額は、類似団体平均値を大きく上回っている。

これは農漁業基盤整備や生活道路整備等によるものである。ｔだし、村の財政状況は非常に厳しいものとなって

おり、起債制限比率及び実質公債費率も２０％以上と許可団体となる基準を超えており、今後は今まで以上に

計画的な事業の執行と普通建設事業費を抑制していく必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 460,833 264,847 176,944 49.7
賃金（物件費） 23,785 13,670 12,023 13.7
一部事務組合負担金（補助費等） 5,934 3,410 27,393 ▲ 87.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 10,895 6,261 7,805 ▲ 19.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 7 123 4 094 4 398 ▲ 6 9

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 沖縄県 伊是名村
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事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 7,123 4,094 4,398 ▲ 6.9
▲退職金 ▲ 51,325 ▲ 29,497 ▲ 18,283 61.3
合計 457,245 262,784 212,519 23.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 31.61 19.82 11.79
ラスパイレス指数 87.7 92.5 ▲ 4.8
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

599,073 344,295 173,360 98.6

満期 括償還地方債の 年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
（千円）
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400,000

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 35,464 20,382 30,472 ▲ 33.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

832 478 9,021 ▲ 94.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,681 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

969 557 127 338.6

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 380,958 ▲ 218,941 ▲ 141,001 55.3

合計 255,380 146,770 77,660 89.0
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,096,374 581,939 ▲ 16.6 330,256 ▲ 4.7 ▲ 11.9

うち単独分 29,494 15,655 231.5 157,612 ▲ 2.9 234.4

当該団体決算額
（千円）
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593,909 322,601 ▲ 44.6 246,714 ▲ 25.3 ▲ 19.3

うち単独分 33,941 18,436 17.8 136,358 ▲ 13.5 31.3

700,036 388,909 20.6 172,020 ▲ 30.3 50.9

うち単独分 6,504 3,613 ▲ 80.4 77,280 ▲ 43.3 ▲ 37.1

605,897 338,869 ▲ 12.9 155,309 ▲ 9.7 ▲ 3.2

うち単独分 31,994 17,894 395.3 69,293 ▲ 10.3 405.6

922,323 530,071 56.4 161,387 3.9 52.5

うち単独分 89,373 51,364 187.0 66,794 ▲ 3.6 190.6

過去５年間平均 783,708 432,478 0.6 213,137 ▲ 13.2 13.8

うち単独分 38,261 21,392 150.2 101,467 ▲ 14.7 164.9
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